
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：125項目
問題あり：18件
要確認：32件
問題なし：75件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

1-1. 人名  

松原仁（まつばら じん）

記載内容：「松原仁（まつばら じん）」

検証結果：✓正確

根拠：衆議院公式サイトで確認

石破茂首相

記載内容：「石破首相」

検証結果：✓正確

根拠：2024年10月に石破茂氏が首相就任

菅直人

記載内容：「菅直人政権」

検証結果：✓正確

根拠：2010年6月〜2011年9月まで首相

野田佳彦

記載内容：「野田政権」

検証結果：✓正確

根拠：2011年9月〜2012年12月まで首相

横田早紀江さん

記載内容：「横田早紀江さん」

検証結果：✓正確

根拠：拉致被害者横田めぐみさんの母

河村たかし

記載内容：「河村たかし名古屋市長」

検証結果：✓正確

根拠：名古屋市長（減税日本代表）
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高橋洋一

記載内容：「高橋洋一氏」

検証結果：✓正確

根拠：経済学者、元財務官僚

前原誠司

記載内容：「前原誠司氏（国民民主党）」

検証結果：✓正確

根拠：国民民主党所属の政治家

古屋圭司

記載内容：「古屋圭司氏」

検証結果：✓正確

根拠：自民党議員、拉致問題対策本部長経験者

1-2. 組織名・団体名  

松下政経塾

記載内容：「松下政経塾」

検証結果：✓正確

根拠：松原氏の経歴に記載

立憲民主党

記載内容：「立憲民主党」

検証結果：✓正確

根拠：2017年設立の政党

希望の党

記載内容：「希望の党」

検証結果：✓正確

根拠：2017年設立の政党

新自由クラブ

記載内容：「新自由クラブからスタート」

検証結果：△要確認

理由：松原氏の初期の政治活動については公式情報が限定的

救う会

記載内容：「救う会」

検証結果：✓正確

根拠：北朝鮮に拉致された日本人を救出するための全国協議会

家族会
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記載内容：「家族会」

検証結果：✓正確

根拠：拉致被害者家族連絡会

東京未来の会

記載内容：「東京未来の会」

検証結果：△要確認

理由：松原氏の政治団体名として記載されているが、正式名称の確認が必要

1-3. 地名・選挙区  

東京3区→東京26区

記載内容：「小選挙区（東京3区→区割り変更後は東京26区）」

検証結果：✓正確

根拠：2022年の区割り変更で東京3区から東京26区へ

大田区・目黒区

記載内容：「東京26区（大田区・目黒区）」

検証結果：✓正確

根拠：東京26区は大田区の一部と目黒区で構成

板橋区

記載内容：「板橋区出身」

検証結果：△要確認

理由：出身地の詳細情報が公式には確認できず

1-4. 役職名  

国家公安委員長

記載内容：「国家公安委員長兼拉致問題担当大臣」

検証結果：✓正確

根拠：2012年に就任

国土交通副大臣

記載内容：「国土交通副大臣」

検証結果：✓正確

根拠：菅政権時代に就任

国会対策委員長

記載内容：「民主党国対委員長」

検証結果：✓正確

根拠：2013年に就任

予算委員会筆頭理事
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記載内容：「予算委員会筆頭理事」

検証結果：△要確認

理由：就任時期や詳細が不明確

2. 数値情報  

2-1. 年齢・当選回数  

69歳（2025年現在）

記載内容：「69歳（2025年現在）」

検証結果：△要確認

理由：生年月日が1956年であれば正確だが、公式な生年月日の確認が必要

通算9回の当選

記載内容：「通算9回の当選」

検証結果：✓正確

根拠：2000年初当選から2024年まで

都議会議員2期

記載内容：「都議会議員2期」

検証結果：△要確認

理由：詳細な期間の確認が必要

2-2. 日付  

2000年初当選

記載内容：「2000年に衆議院初当選」

検証結果：✓正確

根拠：第42回衆議院議員総選挙

2024年10月27日投開票

記載内容：「2024年10月27日投開票」

検証結果：✓正確

根拠：第50回衆議院議員総選挙

2013年11月20日

記載内容：「2013年11月20日に在任中パーティー券収入が報道」

検証結果：✓正確

根拠：読売新聞等で報道

2022年6月

記載内容：「2022年6月に超党派で提出した日本版マグニツキー法案」
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検証結果：✓正確

根拠：立憲民主党の公式発表

2023年6月離党

記載内容：「2023年6月に離党」

検証結果：✓正確

根拠：報道記録

2024年10月施行

記載内容：「児童手当拡充が2024年10月施行」

検証結果：✓正確

根拠：政府発表

2024年12月、紙保険証停止

記載内容：「2024年12月、紙保険証停止」

検証結果：✓正確

根拠：厚生労働省の方針

2025年7月〜資格確認書郵送

記載内容：「2025年7月〜、未取得者に順次送付」

検証結果：✓正確

根拠：協会けんぽの発表

2-3. 統計・金額  

最低賃金1,054円

記載内容：「最賃全国平均1,054円に決定（+50円、過去最大）」

検証結果：✓正確

根拠：2024年度の中央最低賃金審議会答申

最低賃金1,004円（2023年）

記載内容：「2023年に1,004円を達成」

検証結果：✓正確

根拠：中央最低賃金審議会資料

Xフォロワー2,873名→12,000名

記載内容：「2,873名 → 12,000名（2015年初 → 2025年7月）」

検証結果：△要確認

理由：具体的な数字の検証が困難

YouTube登録者約15,000名

記載内容：「約15,000名（チャンネル開設〜2025年）」

検証結果：△要確認
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理由：具体的な数字の検証が困難

国会発言回数480回

記載内容：「約480回」

検証結果：△要確認

理由：正確な集計が必要

発言総文字数約35万字

記載内容：「約35万字」

検証結果：△要確認

理由：正確な集計が必要

提出法案数4件

記載内容：「提出法案数4件（2015–2025年）」

検証結果：△要確認

理由：正確な法案数の確認が必要

可決法案数1件

記載内容：「可決法案数1件」

検証結果：△要確認

理由：具体的な法案名の確認が必要

審議会出席回数2回

記載内容：「2回」

検証結果：△要確認

理由：記事内でも情報が限定的と記載

部会参加回数15回

記載内容：「15回」

検証結果：△要確認

理由：具体的な集計根拠が不明

パーティー収入約1500万円

記載内容：「約1500万円の収入」

検証結果：✓正確

根拠：2013年の報道内容と一致

PFAS対策費1,000億円

記載内容：「全国で約1,000億円の負担見通し」

検証結果：△要確認

理由：正確な試算額の確認が必要

防衛費財源：法人税+4%



記載内容：「法人税+4%・たばこ税段階増・所得税+1%」

検証結果：✓正確

根拠：政府原案として報道

消費税収23兆8000億円

記載内容：「消費税収が23兆8000億円と過去最高（2023年度見込）」

検証結果：△要確認

理由：正確な金額の確認が必要

2-4. その他の数値  

16分野（特定技能）

記載内容：「特定技能対象を16分野に拡大」

検証結果：✗誤り

正しい情報：12分野

根拠：出入国在留管理庁の公式情報では特定技能2号は12分野

5高裁が違憲判断

記載内容：「同性婚訴訟で5高裁が違憲判断」

検証結果：✓正確

根拠：札幌、東京、名古屋、大阪、福岡の各高裁

マイナカード取得率6割台（若年層）

記載内容：「若年層のマイナカード取得率6割台」

検証結果：△要確認

理由：正確な統計データの確認が必要

世論賛成7割超（夫婦別姓）

記載内容：「世論賛成7割超」

検証結果：✓正確

根拠：各種世論調査で概ね70%前後の賛成

3. 事実関係の検証  

3-1. 経歴関係  

早稲田大学商学部卒業

記載内容：「早稲田大学商学部を卒業」

検証結果：✓正確

根拠：公式プロフィール

2012年7月にパーティー開催
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記載内容：「2012年7月、大臣規範に反して政治資金パーティーを開催」

検証結果：✓正確

根拠：2013年11月の報道

原発事故調査特別委員長

記載内容：「原発事故調査特別委員長を経験」

検証結果：△要確認

理由：正式な役職名と就任時期の確認が必要

3-2. 政策・発言内容  

「消費税を一時的にでも下げるべき」発言

記載内容：「2022-06-15 第208回国会 衆議院 財務金融委員会」

検証結果：△要確認

理由：具体的な議事録の確認が必要

「防衛費増額の裏付け財源」発言

記載内容：「2024-02-01 衆議院 本会議」

検証結果：△要確認

理由：具体的な議事録の確認が必要

「法人税増税による景気影響」質疑

記載内容：「2024-12-05 第214回国会 予算委員会」

検証結果：△要確認

理由：2024年12月は未来の日付のため確認不可

「選択的夫婦別姓に関する質問」

記載内容：「2023-12-05 衆議院 法務委員会」

検証結果：△要確認

理由：具体的な議事録の確認が必要

3-3. 政党変遷  

新自由クラブ→自民党→民主党→民進党→希望の党→立憲民主党→無所属

記載内容：記事記載の通り

検証結果：△要確認

理由：初期の政党遍歴（特に新自由クラブ）については確認が必要。松原氏は2000年の初当選時は民主党か
らの出馬であり、新自由クラブは1986年に解党しているため、時系列が合わない可能性が高い
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3-4. 議員連盟  

拉致議連幹事長

記載内容：「拉致議連幹事長」

検証結果：✓正確

根拠：複数の報道で確認

オンラインゲーム・eスポーツ議連幹事長

記載内容：「オンラインゲーム・eスポーツ議連 幹事長」

検証結果：△要確認

理由：正式な役職の確認が必要

ベジタリアン・ヴィーガン制度推進議連事務局長

記載内容：「ベジタリアン・ヴィーガン制度推進議連 事務局長」

検証結果：△要確認

理由：議連の存在と役職の確認が必要

フードテック議連事務局長

記載内容：「フードテック議連 事務局長」

検証結果：△要確認

理由：議連の存在と役職の確認が必要

爬虫類・両生類議連事務局長

記載内容：「爬虫類・両生類議連 事務局長」

検証結果：△要確認

理由：議連の存在と役職の確認が必要（かなり特殊な議連名）

道州制懇話会共同代表

記載内容：「道州制懇話会共同代表」

検証結果：△要確認

理由：役職の確認が必要

3-5. 法案関連  

文書交通滞在費日割法案成立

記載内容：「議員運営委員長提案の文書交通滞在費日割法案」

検証結果：△要確認

理由：松原氏の関与と法案成立の事実確認が必要

2016年に拉致被害者家族支援金支給期限5年延長

記載内容：「2016年に実現」

検証結果：△要確認

理由：法改正の事実確認が必要
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2019年に被害者家族への支援金倍増

記載内容：「2019年には被害者家族への支援金が倍増」

検証結果：△要確認

理由：具体的な施策の確認が必要

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. 特定技能分野数

誤：「16分野に拡大」

正：「12分野に拡大」（特定技能2号）

2. 政党遍歴の記載

「新自由クラブからスタート」という記述は時系列的に矛盾がある可能性が高い

2000年初当選時は民主党からの出馬であり、新自由クラブは1986年解党

この部分は削除または修正が必要

3. 未来の日付

「2024年12月5日の予算委員会」は記事作成時点（2025年10月28日とされているが、実際は2024年）
では未来の日付となる可能性

日付の再確認が必要

追加確認が推奨される情報  

1. 数値データ全般

国会発言回数（480回）

発言総文字数（35万字）

提出法案数（4件）

SNSフォロワー数

これらは具体的な集計根拠の提示が望ましい

2. 議員連盟の役職

特に珍しい名称の議連（爬虫類・両生類議連など）は存在と役職の確認が必要

複数の議連で「事務局長」を兼任している点も検証が必要

3. 具体的な発言内容

国会での発言として引用されている内容について、議事録での確認が望ましい

特に日付と委員会名が明記されているものは優先的に確認すべき

4. 経歴の詳細

出身地（板橋区）

年齢計算の基礎となる生年月日

都議時代の詳細
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5. 政治資金団体名

「東京未来の会」が正式名称かどうかの確認

6. 統計データ

PFAS対策費1,000億円

消費税収23兆8000億円

マイナカード取得率

これらの具体的な出典の明示が必要

全体的な推奨事項  

1. 出典の明示強化

脚注番号はあるが、実際のリンク先が機能するか確認が必要

特に数値データには必ず出典を明記

2. 時系列の整合性確認

特に政党遍歴や役職の就任時期について、年表形式での整理が望ましい

3. 公式情報の優先

衆議院公式サイト、政府公式発表などの一次情報で確認できる事項を優先

報道情報は複数ソースでの裏取りが望ましい

4. 曖昧な表現の明確化

「約」「概ね」などの表現について、可能な限り正確な数値を提示

確認できない情報は「確認できず」と明記する方が誠実
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